
　　

国
民
健
康
保
険
税
（
国
保
税
）
は
、

国
保
制
度
を
支
え
る
大
切
な
財
源
で

す
。
国
保
税
を
納
め
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
安
心
し
て
医
療
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
国
保
制
度
を
維
持
す
る
た

め
に
、
国
保
税
の
納
期
限
内
で
の
納
付

を
お
願
い
し
ま
す
。

国
保
税
の
税
率
は
ど
う
や
っ
て
決

ま
る
の
？

　

国
保
税
の
総
額
は
、
ま
ず
そ
の
年
に

予
測
さ
れ
る
医
療
費
か
ら
、
国
な
ど
か

ら
の
補
助
金
と
病
院
な
ど
に
皆
さ
ん
が

支
払
う
一
部
負
担
金
を
差
し
引
い
た
金

額
で
決
ま
り
ま
す
。
こ
う
し
て
決
ま
っ

た
国
保
税
の
総
額
を
、
医
療
保
険
分
・

後
期
高
齢
者
支
援
金
分
・
介
護
保
険
分

に
割
り
振
り
ま
す
。
世
帯
の
国
保
税

は
、
世
帯
の
被
保
険
者
の
所
得
に
応
じ

て
計
算
さ
れ
る
「
所
得
割
」、
世
帯
の

被
保
険
者
の
固
定
資
産
税
額
に
応
じ
て

計
算
さ
れ
る
「
資
産
割
」、
世
帯
の
被

保
険
者
数
に
応
じ
て
計
算
さ
れ
る
「
均

等
割
」
に
一
世
帯
あ
た
り
の
負
担
額
で

あ
る
「
平
等
割
」
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ

区
分
で
計
算
さ
れ
た
総
額
と
な
り
ま

す
。

▼
国
保
税
の
税
額
の
内
訳
は
、
年
齢
に

よ
っ
て
異
な
り
ま
す

□
40
歳
未
満
の
方

　

医
療
保
険
分
と
後
期
高
齢
者
支
援

金
分
を
合
わ
せ
て
納
め
ま
す
。
介
護

保
険
分
の
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

□
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
方

　

医
療
保
険
分
と
後
期
高
齢
者
支
援

金
分
、
介
護
保
険
分
を
合
わ
せ
て
納

め
ま
す
。

　

40
歳
の
誕
生
日
の
月
（
1
日
が
誕
生

日
の
方
は
そ
の
前
月
）
の
分
か
ら
介
護

保
険
分
を
納
め
ま
す
。
該
当
者
が
い
る

場
合
は
、
年
度
途
中
で
税
額
が
変
更
さ

れ
ま
す
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

□
65
歳
以
上
75
歳
未
満
の
方

　

医
療
保
険
分
と
後
期
高
齢
者
支
援

金
分
を
合
わ
せ
て
納
め
ま
す
。
介
護

保
険
料
は
、
別
に
納
め
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
75
歳
以
上
の
方
は
、
長
寿

医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）

の
被
保
険
者
に
な
り
ま
す
。

　

65
歳
に
な
る
前
月
（
1
日
が
誕
生
日

の
方
は
そ
の
前
々
月
）
ま
で
の
介
護
保

険
分
を
計
算
し
、
国
保
の
保
険
税
と
し

て
年
度
末
ま
で
の
納
期
に
分
け
て
計
算

し
て
あ
り
ま
す
の
で
、
年
度
途
中
で
の

介
護
保
険
分
に
よ
る
年
税
額
の
変
更
は

あ
り
ま
せ
ん
。

▼
国
保
税
は
世
帯
主
に
通
知
し
ま
す

　

国
保
税
は
、
世
帯
ご
と
に
ま
と
め

て
世
帯
主
に
通
知
書
を
送
り
ま
す
。

世
帯
主
が
国
保
の
被
保
険
者
で
は
な

い
場
合
で
も
、
世
帯
内
に
国
保
被
保

険
者
が
い
れ
ば
、
国
保
税
の
納
付
義

務
者
は
世
帯
主
と
な
り
ま
す
。
納
税

通
知
書
・
納
付
書
は
世
帯
主
あ
て
に

送
り
ま
す
。

▼
国
保
税
に
は
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す

　

次
に
該
当
す
る
と
き
は
、
手
続
き

に
よ
っ
て
国
保
税
が
軽
減
さ
れ
ま

す
。

○
世
帯
の
方
が
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

に
移
行
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
世
帯

に
国
保
の
被
保
険
者
が
一
人
に
な
っ

た
場
合

○
社
会
保
険
の
本
人
が
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
移
行
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
そ
の
被
扶
養
者
が
国
保
の
被
保

険
者
と
な
っ
た
場
合

○
非
自
発
的
に
失
業
し

た
65
歳
未
満
の
方

で
雇
用
保
険
の
受

給
資
格
者

■
問
合
せ
先

　

国
民
健
康
保
険
課　

国
保
総
務
担
当

　

☎
0
5
5（
2
6
2
）4
1
1
1

国
民
健
康
保
険
税
は
国
保
の

大
切
な
財
源
で
す

国などからの補助金 国保税

病院などに支払う
一部負担金

その年に予想される医療費の総額

0％ 100％

年
度
の
途
中
で

　
　
　
40
歳
に
な
る
と
き
は…

年
度
の
途
中
で

　
　
　
40
歳
に
な
る
と
き
は…

年
度
の
途
中
で
65
歳
に
な
る

人
が
い
る
場
合
は…
年
度
の
途
中
で
65
歳
に
な
る

人
が
い
る
場
合
は…

笛
吹
市

笛
吹
市 

国
民
健
康
保
険
通
信

国
民
健
康
保
険
通
信

笛
吹
市 

国
民
健
康
保
険
通
信

〜
国
民
健
康
保
険
加
入
者
の
皆
さ
ん
へ　

み
ん
な
の
国
保
を
守
る
た
め
に
〜

　

こ
の
コ
ー
ナ
ー
で
は
、
国
民
皆
保
険
制
度
を
根
底
で
支
え
つ
づ
け
て
い
る
国
民
健
康

保
険（
以
下「
国
保
」）の
制
度
や
笛
吹
市
の
現
状
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
て
い
き
ま
す
。

医
療
費
と
健
康
に
つ
い
て
、
一
緒
に
考
え
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

笛吹市男女共同参画推進委員会

■問合せ先　市民活動支援課
　市民活動支援担当　☎ 055（262）4111
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いま、山梨県内の男女共同参画は！？
～男女共同参画社会基本法が制定されて14年、全国女性の参画マップ～

いま、山梨県内の男女共同参画は！？
～男女共同参画社会基本法が制定されて14年、全国女性の参画マップ～

こうした数値も
参考にした取り
組みが必要か
もしれないね。

身近な地域の
取り組みに生
かしていってほ
しいね。

笛ちゃん 吹ちゃん

都道府県
地方公務員
採用（上級）
（H23.4）

都道府県
地方公務員
管理職
（H24.4）

市区町村
審議会等委員
（H24.4）

都道府県
審議会等委員
（H24.4）

自治会長
（H24.4）

市区議会
議員

（H23.12）

都道府県
議会議員
（H23.12）

27.7%
9位

2.8%
47位

21.4%
38位

24.7%
42位

2.7%
29位

11.0%
22位

7.9%
19位山梨県

島根県
38.7%

東京都
14.5%

栃木県
28.9%

徳島県
43.6%

大阪府
11.4%

東京都
25.9%

東京都
20.0%1　位

岩手県
32.2%

鳥取県
10.6%

鳥取県
28.7%

鳥取県
40.6%

高知県
10.7%

埼玉県
21.4%

滋賀県
14.9%2　位

高知県
32.1%

香川県
10.1%

滋賀県
27.5%

岡山県
35.1%

東京都
10.5%

大阪府
20.0%

沖縄県
14.6%3　位

　全国と比べて、山梨県の女性の参画状況はどうなのでしょうか？
　内閣府男女共同参画局が平成24年12月に作成した「全国女性の参画マップ」において、各分
野の女性の占める割合が高いトップ3の都道府県と山梨県を比べてみましょう！

国民の男女共同参画に関する意識は！？
～「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年10月調査）の結果について～

国民の男女共同参画に関する意識は！？
～「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年10月調査）の結果について～

　次は、日本全国の男女共同参画の状況を見てみましょう！
　内閣府では、男女共同参画社会の
実現に向けて、男女共同参画社会や
家庭生活等に関する国民の意識を把
握するため、平成4年からこれまでに
7回、「男女共同参画社会に関する世
論調査」を実施しています。調査結
果の一つ「夫は外で働き、妻は家庭
を守るべき」との考えに賛成する人
が51.6%と平成21年の前回から、
10.3%増 加し、平成4年の調査で
60.1％を記録して以来、毎回減少し
ていましたが、初めて増加に転じまし
た。内閣府の担当者は、「東日本大

震災後の家族の絆をより重視する傾向の表れとみられる」と分析しています。賛成を性別で見ると、女性は
48.4%（前回比11.1%増）、男性は55.1%（9.2%増）で、特に20代は賛成50.0％と19.3％の大幅増となり
ました。男女間の意識の差は大きく、今後の取り組みが迫られています。

夫は外で働き、妻は家庭を守るべき
平成4年11月調査

平成9年9月調査

平成14年7月調査

平成16年11月調査

平成19年8月調査

平成21年10月調査

今回調査
■賛成　■どちらかといえば賛成　■わからない　■どちらかといえば反対　■反対

23.0 37.1 5.9 24.0 10.0

20.6 37.2 4.44.4 24.0 13.8

14.8 32.1 6.1 27.0 20.0

12.7 32.5 5.9 27.4 21.5

13.8 31.0 3.23.2 28.7 23.4

10.6 30.7 3.63.6 31.3 23.8

12.9 38.7 3.33.3 27.9 17.2
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